
  
 
 
 
 
 
 
 
 

宇治都市計画区域区分の変更について 

令 和 5 年 1 1 月 2 0 日 
建設・水道常任委員会資料 
都市整備部都市計画課 



諮問第 16 号  

 

宇治都市計画区域区分の変更について  

 

 

宇治都市計画区域区分の変更について、都市計画法第 15 条の 2

第 1 項の規定により、都市計画の案となるべき事項を、別紙計画書

のとおり京都府へ申し出ることを諮問するものとする。  

 

 

令和 5 年 11 月 20 日提出  

 

                  宇治市長 松村 淳子  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

   

 
宇治都市計画区域区分の変更 

 
 
 

計 画 書（原案） 
 
 
 
 
 
 
 

宇治市 
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宇治都市計画区域区分の変更 
 
 
都市計画区域区分を次のとおり変更する 
 
１ 市街化区域と市街化調整区域の区分 
 「計画図表示のとおり」 
 

２ 変更箇所概要  

  

図面番号 
所在地 

（地区名） 

面積 

（ha） 
編入/逆線/

保留の別 
土地利用 変更の理由 

宇治市-１ 

五ケ庄戸ノ

内地内 

(五 ケ庄戸

ノ内地区) 

0.04 逆線 農用地 

土地利用の現状や

将来の見通しを考

慮し、区域区分を

変更する。 

宇治市-２ 

槇島町石橋

地内 

（槇島町石

橋地区） 

6.9 編入 医療・福祉施設 

地区計画と民間開

発事業により、既

に市街地整備済み

のため、区域区分

を変更する。 

宇治市-３ 

安田町鵜飼

田他地内 

（安田町鵜

飼田地区） 

20.3 保留 工業 

地区計画と民間開

発事業による市街

地整備を計画中の

ため、区域区分の

変更を保留する地

区とする。 

計  逆線：0.04 

編入：6.9 

保留：20.3 
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宇治市区域区分変更（案）総括図 

宇治市－１ 
（逆線） 

宇治市－2 
（編入） 

宇治市－3 
（保留） 

3 



市街化区域

市街化調整区域

宇治都市計画（宇治市）

区域区分変更（案）計画図

宇治市-1 五ケ庄戸ノ内地区
縮尺1:2,500

変更前 変更後

市街化区域 市街化調整区域

宇治市－１

凡例

変更区域
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市街化調整区域

市街化区域

宇治都市計画（宇治市）

区域区分変更（案）計画図

宇治市-2 槇島町石橋地区
縮尺1:2,500

変更前 変更後

市街化調整区域 市街化区域

宇治市－２

凡例

変更区域
道
路
中
心
界
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宇治都市計画区域区分の変更について 
 
 
１．都市計画の定期見直しについて 

 
 都市計画の区域区分（市街化区域と市街化調整区域の区分）と都市計画区域マスタープランは、都市状

況の変化を踏まえた定期的な見直しが行われています。 
 これらの都市計画の変更は京都府にて行われますが、区域区分については、各市町村が変更案を作成し、

京都府に案の申し出を行うことになっています。 
 この度、第 7回目の定期見直しとして、令和 4年 11月に「都市計画区域マスタープラン及び区域区分
の定期見直しに当たっての基本方針」（参考資料 2）が京都府より示されたことから、この方針を受けて、
宇治市において区域区分の変更案を作成し、京都府に案の申し出を行います。 
 
 
２．区域区分の見直しにおける宇治市の方針 

 
  宇治市の将来人口の見通しや宇治市都市計画マスタープランに基づき、市街地については、現在の

市街化区域を基本とし、居住地を増やす目的での市街化区域の拡大は行わないこととし、以下の考え

方に基づき、区域区分の変更予定箇所を選定しました。 
 
（１）市街化調整区域への編入（逆線引き）について 
市街化調整区域に接している市街化区域の土地のうち、現に市街化されておらず、今後も営農等の

継続が確実と認められる土地については、市街化調整区域への編入（逆線引き）を検討する。 
 

（２）市街化区域への編入について 
市街化調整区域内で、既に市街地が形成されている区域及び優先的かつ計画的に市街化を図るべ

き区域として、宇治市都市計画マスタープランの位置付けに基づく区域については、自然的環境の保

全への配慮や、農林漁業との調和を考慮しつつ、市街化区域への編入を検討する。 
 

 （３）市街化区域への編入（保留※）について 
宇治市都市計画マスタープランに基づいて計画的な市街地整備を行う区域については、市街化区

域に編入する上で、計画の熟度並びに市街化の進展に応じて「保留※」の制度の活用を検討する。 

   
 
 
 

参考資料 1 
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３．区域区分の変更予定地区（案の申し出を行う地区） 
 
図面番号 地区名 変更区分 区域面積 変更理由 

宇治市-1 五ケ庄戸ノ内地区 逆線引き 0.04ha 

当該地区は、市街化調整区域内の農地と市道に

面した区画となっています。現状の土地利用は、

農業用地として周囲の農地と一体的な利用が行

われており、今後、市街化される見通しもないこ

とから、区域区分を市街化区域から市街化調整区

域に変更（逆線引き）することで、現状の土地利

用との整合を図ります。 

宇治市-2 槇島町石橋地区 編入 6.9ha 

当該地区は宇治市都市計画マスタープランに

おいて、「防災の拠点」及び「医療・福祉施設等

整備促進エリア」として位置づけており、平成 24
年 12月に「石橋地区地区計画」を策定し、医療・
福祉施設を誘導しています。現地には医療・福祉

施設が立地しており既に市街化されていること

から、区域区分を市街化調整区域から市街化区域

に変更することで、現状の土地利用との整合を図

ります。 

宇治市-3 安田町鵜飼田地区 保留※ 20.3ha 

当該地区は宇治市都市計画マスタープランに

おいて、活力ある都市を目指すための新たな「産

業立地検討エリア」として位置づけており、多様

な働く場の創出による定住人口の増加に繋げら

れるよう、企業立地実現に向けた取り組みを進

めているところです。現状は市街化調整区域で

あり、計画的な市街地整備の具体化に合わせた

市街化区域への編入を目指すことから、編入す

る範囲を特定して「保留地区※」に設定し、市街

地整備の見通しが、より明らかになった段階で、

随時市街化区域への編入手続きを進めていくこ

ととします。 

※「保留」とは市街化区域への編入を保留するものであり、保留地区としての設定を受けると、定期見直

しの時期に関わらず、別途手続きを行うことで、随時市街化区域への編入が可能となる。 
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４．都市計画の定期見直しのフロー図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

宇治市の手続き 京都府の手続き 

区域区分の案の申し出 

都市計画基礎調査 

都市計画区域マスタープラン及

び区域区分の定期見直しに当た

っての基本方針 

法第 6条 

公聴会等 

都市計画区域マスタープラン及び 
区域区分の変更 

都市計画原案 

法第 17条 

法定縦覧・意見書提出 

法第 18条 

府都市計画審議会（付議） 

法第 15条の 2 

法第 20条 

R1～R2 

R4.11 

市都市計画審議会（事前報告） 
 

都市計画素案（宇治市） 

説明会 

市都市計画審議会（諮問） 
本日開催 
（本案件） 

R5.3.28 

R5.6.15、R5.6.18 

市都市計画審議会（事前報告） 

法第 17条 

用途地域等の変更 

公聴会等 

法定縦覧・意見書提出 

法第 19条 

市都市計画審議会（付議） 

説明会 

法第 16条 

R5.6.15、R5.6.18 

本日開催 

法第 16条 

案の申し出 

決定告示 
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参考資料２ 京都府 HP 公開資料 

https://www.pref.kyoto.jp/toshi/news/documents/kihonhoushin_gaiyouban.pdf 

https://www.pref.kyoto.jp/toshi/news/documents/kihonhoushin_gaiyouban.pdf
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宇治都市計画用途地域の変更について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令 和 5 年 1 1 月 2 0 日 
建設・水道常任委員会資料 
都市整備部都市計画課 



報告事項 1 

 

宇治都市計画用途地域の変更について  

 

 

宇治都市計画用途地域の変更について、次のとおり報告するもの

です。  

 

 

令和 5 年 11 月 20 日提出  

 

                  宇治市長 松村 淳子  
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宇治都市計画用途地域の変更（素案） 

（宇治市決定） 

 

 

計 画 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇 治 市 
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理 由 書 
 

 五ケ庄戸ノ内地内及び槇島町石橋他地内の土地利用状況に基づく区域区分の変

更に伴い、用途地域の区域を変更するものである。 
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宇治都市計画用途地域の変更 

（宇治市決定） 
 

都市計画用途地域を次のように変更する。 
 

種類 面積 
建築物の 

容積率 

建築物の 

建蔽率 
外壁の後退 

距離の限度 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

建築物の 

高さの限度 備考 

第一種低層住居専用地域 約    25ha 6/10 以下 4/10 以下 ― ― 10m  

 約   431ha 8/10 以下 5/10 以下 ― ― 10m  

 約   185ha 10/10 以下 6/10 以下 ― ― 10m  

小  計 約   641ha       

第二種低層住居専用地域 約     2ha 10/10 以下 6/10 以下 ― ― 10m  

第一種中高層住居専用地域 約   142ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

第二種中高層住居専用地域 約    22ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

第 一 種 住 居 地 域 約   817ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

第 二 種 住 居 地 域 約    50ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

準 住 居 地 域 約    37ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

近 隣 商 業 地 域 約    45ha 20/10 以下 8/10 以下 ― ― ―  

 約     1ha 30/10 以下 8/10 以下 ― ― ―  

小  計 約    46ha       

商 業 地 域 約    17ha 40/10 以下 ― ― ― ―  

準 工 業 地 域 約   320ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

工 業 地 域 約   133ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

合  計 約  2227ha       

 
「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
 

 
 

 
 



 
宇治都市計画用途地域の変更 総括図 

 縮尺 1:25,000 

五ケ庄戸ノ内地区 
槇島町石橋地区 
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変更前 変更後 

第一種住居地域 
200／60 ― 

凡例 
 

変更区域 

用途地域の下段に記載の数値は 
容積率／建蔽率 

宇治都市計画用途地域の変更 計画図 
五ケ庄戸ノ内地区 縮尺 1:2,500 
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変更前 変更後 

― 
準工業地域 

200／60 

凡例 
 

変更区域 

用途地域の下段に記載の数値は 
容積率／建蔽率 

宇治都市計画用途地域の変更 計画図 
槇島町石橋地区 縮尺 1:2,500 

 



7 
 

宇治都市計画用途地域の変更（新旧対照表） 

 
 

種類 

面積 
建築物の 

容積率 

建築物の 

建蔽率 
外壁の後退 

距離の限度 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

建築物の 

高さの限度 備考 

新 旧 

第一種低層住居専用地域 約  25ha 約  25ha 6/10 以下 4/10 以下 ― ― 10m  

 約 431ha 約 431ha 8/10 以下 5/10 以下 ― ― 10m  

 約 185ha 約 185ha 10/10 以下 6/10 以下 ― ― 10m  

小  計 約 641ha 約 641ha       

第二種低層住居専用地域 約   2ha 約   2ha 10/10 以下 6/10 以下 ― ― 10m  

第一種中高層住居専用地域 約 142ha 約 142ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

第二種中高層住居専用地域 約  22ha 約  22ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

第 一 種 住 居 地 域 約 817ha 約 817ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

第 二 種 住 居 地 域 約  50ha 約  50ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

準 住 居 地 域 約  37ha 約  37ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

近 隣 商 業 地 域 約  45ha 約  45ha 20/10 以下 8/10 以下 ― ― ―  

 約   1ha 約   1ha 30/10 以下 8/10 以下 ― ― ―  

小  計 約  46ha 約  46ha       

商 業 地 域 約  17ha 約  17ha 40/10 以下 ― ― ― ―  

準 工 業 地 域 約 320ha 約 313ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

工 業 地 域 約 133ha 約 133ha 20/10 以下 6/10 以下 ― ― ―  

合  計 約 2227ha 約 2220ha       

 
※下線部が変更対象箇所 
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宇治都市計画用途地域の変更について 
 
 

1. 用途地域とは 
  用途地域は、望ましい市街地の形成を誘導するため、建築物の用途や建蔽率、容積率な

どを制限する都市計画です。住居・工業・商業など、目指すべき土地利用の用途に応じて

複数の種類に分かれています。宇治市では、昭和 42年の当初決定の後、都市計画法の改
正に伴う種類の細分化などを経て、現在 11種類の用途地域を都市計画決定しています。 

 
 
2. 槇島町石橋地区における地区計画と用途地域（準工業地域）の用途制限の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用途制限 準工業地域（今回策定） 
石橋地区地区計画（策定済み） 
A地区 B地区 

建築可能な建築物 
（一部例外有り） 

住宅・共同住宅・寄宿舎・下宿 
兼用住宅 
店舗・事務所等 
ホテル・旅館 
遊戯施設 
大規模集客施設 
病院・学校・保育所・介護老人

保健施設・特別養護老人ホー

ム・その他公共施設 
工場・倉庫等 

など 

病院 
保育所 

など 

病院 
介護老人保健施設 
特別養護老人ホーム 

など 

地区計画により、準工業地域よりも更に内容を限定した用途制限を既に行っ

ており、変更後も地区計画による現状の用途制限を継続する。 

参考資料 1 
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3. 用途地域等の変更フロー図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宇治市都市計画審議会 
【付議】 

都市計画決定 
（告示・図書の縦覧） 

法定縦覧・意見書提出 

宇治市都市計画審議会 
【事前報告】 

用途地域等の変更【宇治市決定】 

都市計画決定 
（告示・図書の縦覧） 同日付け 

本日開催 

区域区分の変更【京都府決定】 公聴会等 

R5.6.15、R5.6.18 

法第 16 条 

法第 17 条 

説明会 

法第 19 条 

法第 20 条 



  
 
 
 
 
 
 

宇治都市計画高度地区の変更について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令 和 5 年 1 1 月 2 0 日 
建設・水道常任委員会資料 
都市整備部都市計画課 



報告事項 2 

 

宇治都市計画高度地区の変更について  

 

 

宇治都市計画高度地区の変更について、次のとおり報告するもの

です。  

 

 

令和 5 年 11 月 20 日提出  

 

                  宇治市長 松村 淳子  
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宇治都市計画高度地区の変更（素案） 

（宇治市決定） 

 

 

計 画 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇 治 市 
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理 由 書 
 

五ケ庄戸ノ内地内の土地利用状況に基づく用途地域等の変更に併せ、高度地区の

区域を変更するものである。 
また、槇島町石橋他地内の用途地域の変更に伴い、計画書の文言を変更するもの

である。 
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宇治都市計画高度地区の変更 
（宇治市決定） 

都市計画高度地区を次のように変更する。 
 種    別 面   積 建築物の高さの最高限度   備  考 

第一種高度地区 約 643ha 

 建築物の高さ（建築基準法施行令（昭

和 25年政令第 338号）第 2条第 1項第
6号に定める高さによる。以下同じ。）は、
その最高限度を 10メートルとし、かつ、
建築物の各部分の高さを当該各部分か

ら前面道路の反対側の境界線又は隣地

境界線までの真北方向の水平距離に 0.6
を乗じて得たものに 5メートルを加えた
もの以下とする。 

第一種低層住居専用

地域及び第二種低層

住居専用地域 

第二種高度地区 約 164ha 

 建築物の高さは、その最高限度を 20
メートルとし、かつ、建築物の各部分の

高さを当該各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に 0.6を乗じて得たもの
に 7.5 メートルを加えたもの以下とす
る。 

第一種中高層住居専

用地域及び第二種中

高層住居専用地域 

第三種高度地区 約 895ha 

 建築物の高さは、その最高限度を 20
メートルとし、かつ、建築物の各部分の

高さを当該各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に 0.6を乗じて得たもの
に 10メートルを加えたもの以下とする。 

第一種住居地域の一

部並びに第二種住居

地域及び準住居地域 

１５ｍ第三種 
高度地区 約 9.2ha 

建築物の高さは、その最高限度を 15 メ
ートルとし、かつ、建築物の各部分の高

さを当該各部分から前面道路の反対側

の境界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に 0.6を乗じて得たものに
10メートルを加えたもの以下とする。 

第一種住居地域の一

部 

第四種高度地区 約 356ha 

 建築物の高さは、その最高限度を 20
メートルとし、かつ、建築物の各部分の

高さを当該各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に 1.25 を乗じて得たも
のに 10 メートルを加えたもの以下とす
る。 

近隣商業地域の一部

及び準工業地域の一

部 

１５ｍ第四種 
高度地区 約 2.8ha 

建築物の高さは、その最高限度を 15 メ
ートルとし、かつ、建築物の各部分の高

さを当該各部分から前面道路の反対側

の境界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に 1.25 を乗じて得たもの
に 10メートルを加えたもの以下とする。 

近隣商業地域の一部 

第五種高度地区 約 11ha 建築物の高さは、その最高限度を 20 メ
ートルとする。 商業地域の一部 

合   計 約 2,081ha   
 
「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
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制限の緩和、適用除外及び許可による特例 
 
１ 制限の緩和措置 

（１）北側斜線制限（本計画書に定める北側の前面道路又は隣地との関係についての建築物 

      の各部分の高さの制限をいう。以下同じ。）については、建築基準法施行令第１３５ 

条の４の規定による。 

 

（２）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条第 1項、同条第２項若しくは同法 

第８６条の２第 1項の規定による認定を受けた建築物又は同法第８６条第３項、同条 

第４項、同法第８６条の２第２項若しくは同条第３項の規定による許可を受けた建築 

物については、当該建築物は同一敷地内にあるものとみなす。 

 

２ 適用除外及び許可による特例 

（１）第一種高度地区及び第二種高度地区内の建築物で次のア又はイのいずれかに該当する 

ものについては、本計画書の北側斜線制限は適用しない。 

ア 地階を除く階数が２以下で、最高の軒の高さ（建築基準法施行令第２条第１項第 

７号に規定する高さをいう。）が６．５メートル以下、かつ、最高の高さが１０メ 

ートル以下で勾配屋根（１０分の３から１０分の５までの傾きをもつ、切妻、寄 

棟、入母屋、片流れその他これらに類する種類の屋根をいう。）を有する建築物 

イ  最高の高さが６．５メートル以下の建築物 

 

（２）次の各号の一に該当する建築物は、本計画書の規定を適用しない。 

ア 一団地の住宅施設（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１１条第１項第８ 

号に規定する一団地の住宅施設をいう。）内の建築物 

イ 市街地再開発事業（都市計画法第１２条第１項第４号に規定する市街地再開発事業 

をいう。）の施行区域内の建築物 

ウ 新住宅市街地開発事業（都市計画法第１２条第１項第２号に規定する新住宅市街地 

開発事業をいう。）の施行区域内の建築物 

エ 住宅地区改良事業（住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第２条第１項に規 

定する住宅地区改良事業をいう。）の施行区域内の建築物 

オ 建築基準法第５５条第２項の規定による認定を受けた建築物 

 

カ 次の(ア)、(イ)、(ウ)又は(エ)のいずれかに該当する建築物で宇治市建築審査会の 

同意を得て市長が許可したもの 

（ア） 建築基準法第５９条の２第１項、第８６条第３項、同条第４項、第８６条の 

２第２項及び同条第３項の規定により建築基準法施行令第１３６条に定める 

敷地内の空地及び敷地面積の規模を有する敷地に建築される建築物 

（イ） 建築基準法第５５条第４項第１号又は第２号に該当する建築物 

（ウ） １５ｍ第三種高度地区、１５ｍ第四種高度地区及び第五種高度地区に関する 

都市計画の決定及び変更の際現に存する建築物及び現に建築中である建築物 

で、当該都市計画において定められた内容に適合しない部分（以下「不適格部 

分」という。）を有するものについて増築をする場合において、当該増築によ 

り新たな不適格部分を生じず、かつ、当該増築に係る部分の外観が平等院及び 

宇治橋等の背景その他当該建築物の周辺の歴史的景観に配慮されていると認 

められる当該建築物 

ただし、高度地区に関する都市計画の決定及び変更の際、当該決定又は変更 

後の都市計画において定められた内容に相当する従前の当該都市計画におい 

て定められた内容に違反している建築物については、この規定は適用しない。 

（エ） 学校その他公益上やむを得ないと認められる建築物  

 

３ 備考 

   この計画書において使用する用語は、建築基準法及び建築基準法施行令において使用する 

用語の例による。 



 
宇治都市計画高度地区の変更 総括図 

縮尺 1:25,000 

変更箇所 

5 



6 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

変更前 変更後 

第三種高度地区 ― 

凡例 
 

変更区域 

宇治都市計画高度地区の変更 計画図 
縮尺 1:2,500 

第三種高度地区 

第四種高度地区 

第四種高度地区 



宇治都市計画高度地区 計画書 新旧対照表 

新 旧 
 

宇治都市計画高度地区の変更（宇治市決定） 

 

都市計画高度地区を次のように変更する。 
種 別  面 積 建築物の高さの最高限度 備 考 

第一種 

高度地区 
約 643ha 

建築物の高さ（建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３３８号）第２条第１項第６号に定める

高さによる。以下同じ。）は、その最高限度を

１０メートルとし、かつ、建築物の各部分の高

さを当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離

に０．６を乗じて得たものに５メートルを加え

たもの以下とする。 

第一種低層住

居専用地域及

び第二種低層

住居専用地域 

第二種 

高度地区 
約 164ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに７．５メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種中高層

住居専用地域

及び第二種中

高層住居専用

地域 

第三種 

高度地区 
約 895ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに１０メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種住居地

域の一部並び

に第二種住居

地域及び準住

居地域 

１５ｍ 

第三種 

高度地区 

約 9.2ha 

建築物の高さは、その最高限度を１５メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに１０メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種住居地

域の一部 

第四種 

高度地区 
約 356ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗

じて得たものに１０メートルを加えたもの以

下とする。 

近隣商業地域

の一部及び準

工業地域の一

部 

１５ｍ 

第四種 

高度地区 

約 2.8ha 

建築物の高さは、その最高限度を１５メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗

じて得たものに１０メートルを加えたもの以

下とする。 

近隣商業地域

の一部 

第五種高

度地区 
約 11ha 

建築物の高さは、その最高限度を 20 メートル

とする。 

商業地域の一

部 

合 計 約 2,081ha   

  

 

宇治都市計画高度地区の変更（宇治市決定） 

 

都市計画高度地区を次のように変更する。 
種 別  面 積 建築物の高さの最高限度 備 考 

第一種 

高度地区 
約 643ha 

建築物の高さ（建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３３８号）第２条第１項第６号に定める

高さによる。以下同じ。）は、その最高限度を

１０メートルとし、かつ、建築物の各部分の高

さを当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離

に０．６を乗じて得たものに５メートルを加え

たもの以下とする。 

第一種低層住居

専用地域及び第

二種低層住居専

用地域 

第二種 

高度地区 
約 164ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに７．５メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種中高層住

居専用地域及び

第二種中高層住

居専用地域 

第三種 

高度地区 
約 895ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに１０メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種住居地域

の一部並びに第

二種住居地域及

び準住居地域 

１５ｍ 

第三種 

高度地区 

約 9.2ha 

建築物の高さは、その最高限度を１５メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに１０メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種住居地域

の一部 

第四種 

高度地区 
約 356ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗

じて得たものに１０メートルを加えたもの以

下とする。 

近隣商業地域の

一部及び準工業

地域 

１５ｍ 

第四種 

高度地区 

約 2.8ha 

建築物の高さは、その最高限度を１５メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗

じて得たものに１０メートルを加えたもの以

下とする。 

近隣商業地域の

一部 

第五種高

度地区 
約 11ha 

建築物の高さは、その最高限度を 20 メートル

とする。 
商業地域の一部 

合 計 約 2,081ha   
 

※ 下線部は変更箇所を示す。 
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宇治都市計画高度地区の変更について 
 
1. 高度地区とは 
  高度地区は、用途地域内において市街地の環境を維持し、または土地利用の増進を図るため、

建築物の高さに制限を定める都市計画です。宇治市では高度地区の制限として、建築物の高さの

最高限度を用途地域の区域に合わせて定めており、高さ制限の内容ごとに現在 7 種類の高度地区
を都市計画決定しています。 

 
2. 槇島町石橋地区の地区計画における建築物の高さの制限 

 
 
 
 
 
3. 用途地域の区域における高度地区の指定状況（変更前） 

 

A地区 B地区 
建築物の高さは、その最高限度を 60m と

し、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に 0.6 を乗じ
て得たものに 10mを加えたもの以下とする。 

 建築物の高さは、その最高限度を 20m と

し、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に 0.6 を乗じ
て得たものに 10mを加えたもの以下とする。 

用途地域 高度地区 
第一種低層住居専用地域 第一種高度地区 
第二種低層住居専用地域 第一種高度地区 
第一種中高層住居専用地域 第二種高度地区 
第二種中高層住居専用地域 第二種高度地区 

第一種住居地域 
第三種高度地区 
15m第三種高度地区 

第二種住居地域 第三種高度地区 
準住居地域 第三種高度地区 

近隣商業地域 
第四種高度地区 
15m第四種高度地区 

商業地域 
第五種高度地区 
指定なし 

準工業地域 第四種高度地区 
工業地域 指定なし 

槇島町石橋地区における用途

地域の指定に伴い、準工業地

域内に「高度地区の指定な

し」の区域が追加される。 

建築物の高さの最高限度の制限（高度地区の制限）が、既に地区計画で定められている。 

参考資料 2 



  
 
 
 
 
 
 

宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令 和 5 年 1 1 月 2 0 日 
建設・水道常任委員会資料 
都市整備部都市計画課 



報告事項 3 

 

宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更について  

 

 

宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更について、次のとお

り報告するものです。  

 

 

令和 5 年 11 月 20 日提出  

 

                  宇治市長 松村 淳子  
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宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更（素案） 

（宇治市決定） 

 

 

計 画 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇 治 市 
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理 由 書 
 

五ケ庄戸ノ内地内及び槇島町石橋他地内の土地利用状況に基づく用途地域等の変

更に併せ、防火地域及び準防火地域の区域を変更するものである。 
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宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更 

（宇治市決定） 
 

都市計画防火地域及び準防火地域を次のように変更する。 
 
種 別 面 積 備 考 

防 火 地 域 約    １７ ha 商業地域 

準防火地域 約 １，４３４ ha 
第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居

専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、

準住居地域、近隣商業地域、準工業地域 

合 計 約 １，４５１ ha  

 
「位置及び区域は計画図表示のとおり」 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更 総括図 

縮尺 1:25,000 

五ケ庄戸ノ内地区 
槇島町石橋地区 
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変更前 変更後 

準防火地域 ― 

凡例 
 

変更区域 

宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更 計画図 
五ケ庄戸ノ内地区 縮尺 1:2,500 

準防火地域 

準防火地域 

準防火地域 
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変更前 変更後 

― 準防火地域 

凡例 
 

変更区域 

 

宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更 
計画図 槇島町石橋地区 縮尺 1:2,500 

準防火地域 

準防火地域 準防火地域 

準防火 

地域 



宇治都市計画防火地域及び準防火地域の変更（新旧対照表） 

 

種 別 
面 積 

備 考 
新 旧 

防火地域 約    １７ha 約     １７ha 商業地域 

準防火地域 約１，４３４ha 約１，４２７ha 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居
地域、準住居地域、近隣商業地域、準工業地域 

合 計 約１，４５１ha 約１，４４４ha 
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宇治都市計画特別用途地区の変更について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令 和 5 年 1 1 月 2 0 日 
建設・水道常任委員会資料 
都市整備部都市計画課 



報告事項 4 

 

宇治都市計画特別用途地区の変更について  

 

 

宇治都市計画特別用途地区の変更について、次のとおり報告する

ものです。  

 

 

令和 5 年 11 月 20 日提出  

 

                  宇治市長 松村 淳子  
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宇治都市計画特別用途地区の変更（素案） 

（宇治市決定） 

 

 

計 画 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇 治 市 

 

 



2 
 

 

理 由 書 
 

槇島町石橋他地内の土地利用状況に基づく用途地域等の変更に併せ、特別用途地区の区

域を変更するものである。 
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宇治都市計画特別用途地区の変更 
（宇治市決定） 

 
都市計画特別用途地区を次のとおり変更する。 
 

種     類 面  積 備 考 

特定大規模小売店舗制限地区 約３５３ｈａ 

 

合 計 約３５３ｈａ  

 
「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
 



 
宇治都市計画特別用途地区の変更 総括図 

縮尺 1:25,000 

変更箇所 

4 
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変更前 変更後 

― 特定大規模小売店舗制限地区 

凡例 
 

変更区域 

 
特別用途地区 

 

宇治都市計画特別用途地区の変更 計画図 
縮尺 1:2,500 

特定大規模小売店舗制限地区 
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宇治都市計画特別用途地区の変更（新旧対象表） 

 
 
 

種     類 
面  積 

備 考 
新 旧 

特定大規模小売店舗制限地区 約３５３ｈａ 約３４６ｈａ  

合 計 約３５３ｈａ 約３４６ｈａ  
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宇治都市計画特別用途地区の変更について 
 
 
1. 特別用途地区（特定大規模小売店舗制限地区）とは 

特別用途地区は、用途地域内の一定の地区において、地区の特性にふさわしい土地利用の増進や

環境の保護等を図るため、用途地域の指定を補完して定める都市計画です。 
 宇治市では、特定大規模小売店舗の無秩序な立地を抑制し、中心市街地等への計画的な立地誘導

を図るため、平成 20 年に特別用途地区を都市計画決定し、「特定大規模小売店舗制限地区」を特別
用途地区の種類として定めています。特定大規模小売店舗の立地を規制できない用途地域の区域に

対しては、この特別用途地区により当該店舗の立地を制限しています。 
 
 
2. 特定大規模小売店舗とは 

（１）大規模小売店舗の定義 

   小売業（飲食店業を除くものとし、物品加工業を含む）を行うための店舗の用途に供される

床面積が 1,000㎡を超えるもの。（大規模小売店舗立地法第 2条） 
 
（２）特定大規模小売店舗の定義 

   大規模小売店舗のうち、次に掲げる建築物でその用途に供する部分（アの用途に供する部分

にあっては客席部分に限る。）の床面積の合計が 10,000㎡を超えるもの。 

ア 劇場、映画館、演芸場、観覧場 

イ 店舗、飲食店、展示場、遊技場、勝馬投票券発売所、車券売場（場外・場内）、勝舟投票券

発売所 
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3. 特定大規模小売店舗の立地を誘導するエリア（山城地域商業ガイドライン） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
引用元：京都府・市町村共同 統合型地理情報システム 地域商業ガイドラインマップ 

特定大規模小売店舗 

の誘導エリア 

槇島町石橋地区 

（誘導エリア外） 


